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－戦略分析の枠組みと戦略策定モデルの提示－』
Ⅰ 本論文の主旨と構成
1．本論文の主旨
本研究は、競争優位を獲得するために、自前主義にこだわらず、他社との協調的な戦略（以下協調
戦略と呼ぶ）が有効となる場合があるのでは、との問題意識から開始された。そのために、協調戦略
に関連する先行研究をレビューし、学術的な課題と実務的な課題を抽出した。
学術的な課題の解決策を、「協調戦略を包括的に分析する枠組みの構築」とし、実務的な課題の解
決策を、協調戦略を包括的に分析する枠組みに沿って実証研究を行い、「協調戦略を策定する際に有
用となる知見を得ること」と定めた。そして本研究の目的を、実証研究から得られた知見をベースに、
「競争優位の視点から、協調戦略を策定するモデルの構築」とした。
本論は、理論編と実証編の 2 部で構成されている。理論編は、学術的な課題の解決策を導くための
理論研究である。第 1 章は、協調戦略に関連する理論や視座を整理した。第 2 章は、価値の創造、価
値の分配、コーペティションの概念を整理した。そして第 3 章は、戦略的提携、ジョイント・ベンチ
ャー、系列などの協調戦略を体系化するために、①相手企業、②協調の範囲、③結合関係、の 3 つの
構成要素を抽出した。第 4 章では、第 1 章から第 3 章までの研究成果から、学術的な課題の解決策と
なる「協調戦略を包括的に分析する枠組み」を提示した。
続く実証編は、実務的な課題の解決策を導くための実証研究となっている。第5章では、リサーチ・
デザインを示し、日本企業の協調戦略の実態を提示した。第 6章～10章では、統計的手法を用いて、
①競争優位の源泉と構成要素の研究、②付加価値と競争優位の源泉及び構成要素の研究、③競争の強
さが協調戦略に与える影響についての研究を行った。その結果、実務的な課題の解決策として、「協
調戦略を策定する際に有用となる3つの知見」を得た。
結章では、実証編から得られた知見をまとめ、本研究の結論として、協調戦略を策定する際に有用
となる「協調戦略策定モデル」を提示した。さらにこのモデルに従い、実務へのインプリケーション
として、協調戦略を策定するための手順と具体的な選択肢、期待される成果を提示した。
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2．本論文の構成
本論文は、序論・本論・結論で構成される。序章で本研究の序論について触れ、本論は、第Ⅰ部（理
論編）と第Ⅱ部（実証編）の 2 部で構成される。第Ⅰ部（理論編）は、第 1 章から第 4 章までの計 4
章で構成され、主に理論研究を行なった。第Ⅱ部（実証編）は、第5章から第10章までの計6章で構
成され、主に実証研究を行った。最後に結章で本研究の結論について述べた。
序 章 はじめに
第1節 本研究の問題意識と研究課題
第2節 本研究の目的
第3節 本論文の構成
第4節 重要用語の一覧
第Ⅰ部 理論編
第1章 協調戦略の理論
第1節 はじめに
第2節 協調戦略の理論に関する先行研究
第3節 理論の再整理・考察
第4節 戦略論の視座に関する先行研究
第5節 本研究における分析視座
第6節 小括
第2章 価値の創造と価値の分配
第1節 はじめに
第2節 競争優位の源泉に関する先行研究
第3節 競争優位の源泉の分類
第4節 付加価値に関する先行研究
第5節 コーペティションに関する先行研究
第6節 小括
第3章 協調戦略の構成要素
第1節 はじめに
第2節 協調戦略の分類に関する先行研究
第3節 協調戦略の構成要素・領域
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第 4節 協調戦略事例の検証
第5節 小括
第4章 分析の枠組みと仮説の提示
第1節 はじめに
第2節 競争と協調戦略
第3節 リサーチ・クエスチョン（R・Q）
    第 4節 R・Q⑴の先行研究と仮説の提示 
第 5節 R・Q⑵の先行研究と仮説の提示 
第 6節 R・Q⑶の先行研究と仮説の提示 
第7節 小括
第Ⅱ部 実証編
第5章 日本企業の協調戦略の実態
第1節 はじめに
第2節 分類方法
第3節 日本企業の協調戦略の実態
第4節 小括
第6章 競争優位の源泉と相手企業
第1節 はじめに
第2節 仮説H1の検証及び結果
第3節 ロジット分析
第4節 考察と結論
第5節 小括
第7章 協調の範囲の決定
第1節 はじめに
第2節 仮説H2の検証及び結果
第3節 ロジット分析
第4節 考察と結論
第5節 小括
第8章 結合関係の決定
第1節 はじめに
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第 2節 仮説H3の検証及び結果
第3節 ロジット分析
第4節 考察と結論
第5節 仮説モデルの検証
第6節 4要素の組合せの考察
第7節 小括
第9章 付加価値と協調戦略
第1節 はじめに
第2節 仮説（付加価値）H4a～cの提示
第3節 分析データと分析の枠組み
第4節 分析の結果
第5節 仮説の検証と結論
第6節 考察
第7節 小括
第10章 競合企業との協調戦略
第1節 はじめに
第2節 仮説（競争の強さ）H5a～cの提示
第3節 データ及び分析の枠組み
第4節 分析の結果
第5節 考察と結論
第6節 小括
結 章 協調戦略策定モデルの提示 本研究の意義と限界
第1節 はじめに
第2節 実証編の研究成果
第3節 本研究の結論
第4節 実務へのインプリケーション
第5節 本研究の総括
第6節 本研究の意義
第7節 本研究の限界と今後の研究課題
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図 本論文の構成
出所：筆者作成
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Ⅱ 本論文の概要
序章では、本研究の問題意識、学術的な課題、実務的な課題、本研究の目的、本論文の構成について述べた。
第Ⅰ部（理論編）は、学術的な研究課題の解決策を目的とした理論研究である。続く第Ⅱ部（実証編）は、実
務的な課題の解決策を目的とした実証研究である。
1. 第Ⅰ部（理論編）の概要
⑴ 第1章の概要 
第1章の目的は、協調戦略を分析するための理論や視座を提示することである。はじめに、協調戦略を説明
する理論及び視座に関連する先行研究のレビューを行った。次に競争優位の視点から、理論及び視座を考察し
た。最後に本研究における視座を提示し、第1章の研究成果は、以下の3点である。
① いずれの理論も、単独ではすべての協調戦略を説明できない
協調戦略の研究は、広範囲に及び背景に多くの理論が存在する。しかし、いずれの理論も単独では、すべて
の現象を説明はできない（Faulkner and de Rond，2000）ことを確認した。そのため、協調戦略を分析するに
は、研究の目的により、有効な理論を組み合せる必要がある。
② 競争優位の視点から協調戦略を説明する理論は4つの視座に分類でき、それぞれの視座から協調戦略を分
析することが可能
4 つの視座は、二つの軸のかけ算で導かれる。一つ目の軸は、競争優位の源泉が企業「外」にあるのか企業
「内」にあるのかという軸、二つ目の軸は、協調戦略の手段が、「自社の手段」か、相手企業との「共通の手
段」にあるかの軸である。この2軸をかけ合わせ、視座を４つに分類する。それらは、視座A（自社・外部の
競争優位を分析）、視座B（共通・外部の競争優位を分析）、視座C（自社・内部の競争優位を分析）、視座D（共
通・内部の競争優位を分析）の4つである。
③ 研究目的により、分析に適した視座が存在
実務的には、多様なタイプの協調戦略が存在する。それらの協調戦略は、研究の目的により、分析に適した
視座が存在する。
⑵ 第2章の概要 
第2章は、協調戦略で議論される中核的な概念である価値の創造と分配に焦点をあて、本研究で分析する価
値について整理した。はじめに、価値の創造という視点で競争優位の源泉について、先行研究をレビューした。
次に、整理した競争優位の源泉を、第1章で提示した本研究の視座により分類した。最後に、価値の分配で議
論されてきた付加価値について、関連する先行研究をレビューし、本研究における付加価値を提示した。第 2
章の研究成果は、以下の3点である。
① 価値の創造で議論される価値を、「競争優位の源泉」とした。そして競争優位の源泉を、協調戦略を分析
する4つの視座で分類した。
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② 価値の分配で議論される価値を、「付加価値」とした。そして付加価値を、取引利益、学習利益、持分利
益の3つに分類した。
③ 価値の創造を目的とする協調関係、価値の分配をめぐる競争関係、価値の創造と価値の分配の2つを同時
に行うコーペティション、これら3つの概念について整理した。
⑶ 第3章の概要 
第3章は、実際の協調的な行動を分類する方法について述べた。まず先行研究をレビューし、協調戦略を特
徴づける構成要素を抽出した。また、本研究における協調戦略の範囲を明確にしている。次に、様々なタイプ
の協調的な行動が、構成要素の組合せで分類可能かどうかを検証した。その結果、協調戦略を体系化するため
には、抽出した構成要素の組合せが有用であることを示した。第3章での研究成果は、以下の3点である。
① 協調戦略を特徴づける3つの構成要素として、①相手企業、②協調の範囲、③結合関係を抽出した。
② 協調戦略の領域は、市場取引と内部化の中間領域であることを明確にし、本研究における協調戦略の領域
を定義した。
③ 多様なタイプの協調戦略が3つの構成要素の組合せで分類可能であることを示した。
⑷ 第4章の概要 
第4章は、第Ⅰ部（理論編）のまとめである。学術的な課題を解決するための解決策「競争優位の視点から
協調戦略を体系化し、包括的に分析する枠組み」を提示した。
はじめに、第1章で議論した４つの視座から、第2章で議論した「競争優位の源泉」と、「付加価値」、第
3 章で議論した協調戦略を体系化するための「構成要素」それぞれの関係性について考察し、リサーチ・クエ
スチョン（R・Q）を導出した。次に、「協調戦略を策定する際に有用となる知見を得るために、R・Qに関連す
る先行研究をレビューし、実証編で検証する仮説H1からH5を提示している。最後に、仮説H1からH5の関係
をまとめ、「協調戦略を包括的に分析する枠組み」を提示した。第4章の研究成果は、以下の3点である。
① 競争の状況と協調戦略の関係について考察し、以下の3つのR・Qを提示した。
R･Q⑴ 競争優位の源泉の獲得を目的とした協調戦略の策定は、どのような手順で行われるのか。 
R･Q⑵ 協調戦略から、どのような付加価値が得られるのか。 
R･Q⑶ 競合企業との協調戦略は、戦略策定にどのような影響を与えるのか。 
② R・Qに関連する先行研究をレビューし、以下5つの仮説を提示した。
仮説H1：協調戦略においては、必要とされる「競争優位の源泉」の属性が、「相手企業」の選択を決める。
仮説H2：協調戦略においては、必要とされる「競争優位の源泉」と「相手企業」が、「協調の範囲」の選択を
決める。
仮説H3：協調戦略においては、必要とされる「競争優位の源泉」と「相手企業」により選択された「協調の範
囲」が、「結合関係」の選択を決める。
仮説H4：創出される付加価値は、協調戦略の策定内容により異なるものとなる。
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仮説H5：競争の強さは、機会主義的行動のリスクを高め、協調戦略の策定に影響を与える。
③ 仮説H1からH5の関係性を示し、「協調戦略を包括的に分析する枠組み」（図1.1）を提示した。
図1.1 協調戦略を包括的に分析する枠組み
出所：筆者作成
2. 第Ⅱ部（実証編）の概要
⑴ 第5章の概要 
第 5 章は、実証研究を行う準備の章である 。すなわち、リサーチ・デザインとデータの概要について述べ
ている。統計的な処理を可能にするために、日本企業が実践した協調戦略の事例を、理論編で提示した分析の
枠組みを構成する要素ごとに分類し、コンテンツ分析を用いてデータ化した。その結果を踏まえて、日本企業
の協調戦略の実態を、定量的に明らかにした。第5章の研究から得られた日本企業の協調戦略の特徴は、次の
2点である。
① 日本企業は、自社のための手段を用いて、本来自社内に持つべき競争優位の源泉を獲得するために、異業
種の相手企業と、限定的な機能領域で、契約提携を行う傾向がある。
② 付加価値の創出については、相手企業との何らかの取引により発生する、金銭的な価値である取引利益と、
知識やノウハウなどの移転や、共有する機会により発生する学習利益が、高い確率で発生することが判明した。
一方で、資本的な関係により創出される持分利益は、取引利益や学習利益と比較して、創出される確率は低い
ことが判明した。
⑵ 第6章の概要 
第 6 章では、R･Q⑴「競争優位の源泉の獲得を目的とした協調戦略の策定は、どのような手順で行われるの
か」から導かれた、仮説H1「協調戦略においては、必要とされる競争優位の源泉の属性が、相手企業の選択を
決める」を検証した。
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競争優位の源泉と相手企業の選択の関係について、ロジット分析を用いて検証した結果、仮説 H1 は支持さ
れた。またロジット分析から、「競争優位の源泉」の属性ごとに、「相手企業」のカテゴリー、及び実際の企業
が選択している「相手企業」のカテゴリーを明らかにした。
⑶ 第7章の概要 
第7章は、R･Q⑴から導かれた、仮説H2「協調戦略においては、必要とされる競争優位の源泉と相手企業が、
協調の範囲の選択を決める」を検証している。
競争優位の源泉・相手企業と協調の範囲の関係について、ロジット分析を用いて検証した。検証の結果、仮
説H2は支持された。またロジット分析から、「競争優位の源泉」と「相手企業」の組合せごとに、理論的に説
明される「協調の範囲」のカテゴリー及び、実際の企業が選択している「協調の範囲」のカテゴリーを明らか
にした。
⑷ 第8章の概要 
第8章は、R･Q⑴から導かれた、仮説H3「協調戦略においては、必要とされる競争優位の源泉と相手企業に
より選択された協調の範囲が、結合関係の選択を決める」を、ロジット分析により検証した。
検証の結果、仮説H3は支持された。また「協調の範囲」のカテゴリーごとに、「結合関係」のカテゴリー及
び、実際の企業が選択している「結合関係」のカテゴリーを明らかにした。
次に、これまでの第6章、第7章、第8章の検証結果を踏まえて、「仮説モデル」の検証を行った。仮説モ
デルは、第6章から第8章にかけて検証した仮説H1～H3を統合したモデルである。そして仮説モデルの全体
構造を、対数線形モデルにより分析し、仮説モデルの堅牢性を確認した。
⑸ 第9章の概要 
第9章は、R･Q⑵「協調戦略から、どのような付加価値が得られるのか」から導かれた、仮説H4「協調戦略
の違いにより、分配する付加価値は異なる」を検証した。
付加価値と競争優位の源泉及び協調戦略の構成要素の関係を、数量化理論Ⅱ類を用いた多変量解析によって
検証した。検証の結果、仮説H4は支持された。本章の研究成果は、以下の3点である。
① 取引利益は、競争優位の源泉、協調の範囲の強さの順で、各カテゴリーの選択と関係がある。
② 学習利益は、競争優位の源泉、相手企業の強さの順で、各カテゴリーの選択と関係がある。
③ 持分利益は、結合関係における資本的な関係（資本創出及び資本提携）の選択により発生し、協調の範囲、
競争優位の源泉の強さの順で、各カテゴリーの選択と関係がある。
次に、付加価値が発生する仕組みを、カテゴリーごとに分析した。その結果、次の3つの研究成果が得られ
た。
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① 取引利益は、競争優位の源泉のカテゴリーでは、源泉 A（自社・外部）及び源泉 C（自社・内部）からの
影響が強く、源泉 D（共通・内部）からの影響は弱い。また協調の範囲のカテゴリーでは、複数機能と全機能
からの影響が強く、一部機能からの影響は弱い。
② 学習利益は、競争優位の源泉のカテゴリーでは、源泉D（共通・内部）からの影響が強く、源泉A（自社・
外部）及び源泉 B（共通・外部）からの影響は弱い。また相手企業のカテゴリーでは、補完的、水平的（競争
無し）、水平的（競争有り）な相手企業からの影響は平均的であるが、垂直的な相手企業からの影響は弱い。
③ 持分利益は、協調の範囲のカテゴリーでは、複数機能及び全機能からの影響が強く、一部機能からの影響
は弱い。また競争優位の源泉のカテゴリーでは、源泉 B（共通・外部）及び源泉 D（共通・内部）からの影響
が強く、源泉A（自社・外部）及び源泉C（自社・内部）からの影響は弱い。
⑹ 第10章の概要 
第10章は、R･Q⑶「競合企業との協調戦略は、戦略策定にどのような影響を与えるのか」から導かれた仮説
H5「競争の強さは、機会主義的行動のリスクを高め、協調戦略の策定に影響を与える」を検証した。まず、市
場競争における競争関係の強さと協調戦略による協調関係の強さに、どのような関係があるのかを定量的に分
析した。次に、市場競争における競争関係の強さは、契約提携や資本的関係など協調戦略の組織間の結合形態
と、どのような関係性があるのかを定量的に検証した。その結果、仮説 H5 は支持された。また競合企業との
協調戦略において、次の2つの研究成果を得た。
① 相手企業との競争関係が、潜在的競争→事業競争→全社競争と強くなる程、協調する領域は、一部機能→
複数機能→全機能へと拡大する。
② 競争関係の強さは、直接的に結合関係には影響を与えない。しかし、協調する領域が一部機能→複数機能
→全機能へと拡大することで、相手企業との関係は、契約提携→資本創出→資本提携へと進む。
⑺ 実証編から得られた知見 
① 第6章から第8章を通じ、仮説H1からH3の結果から、仮説モデルを検証した。そして、協調戦略を策定
する上での、競争優位の源泉と協調戦略の構成要素の選択肢を導出した。
② 第9章では、協調戦略により付加価値が発生する仕組みを分析した。その結果、仮説モデル（競争優位の
源泉・相手企業・協調の範囲・結合関係の関係を示すモデル）と付加価値との関係についての知見を得た。
③ 第10章からは、競争の強さが、協調の範囲及び結合関係に与える影響について知見を得た。
⑻ 結章の概要 
結章は、本研究のまとめの章である。まず、実証研究から得られた3つの知見をまとめ、本研究の目的であ
る、協調戦略を策定する際に有用となるモデル「協調戦略策定モデル（図1.2）」を構築した。
次に、本研究から得られた結論から、実務へのインプリケーションを提示した。最後に本研究を総括し、本
研究の意義と限界、今後の研究課題について言及した。
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図1.2 協調戦略策定モデル
出所：筆者作成
Ⅲ 審査要旨
本論文の審査結果は、以下のとおりである。
1．本論文の長所
本論文には、以下のような長所が認められる。
⑴ 協調戦略研究の体系化 
本研究では、広範囲な領域に及ぶ協調戦略に関する先行研究をレビューし、様々な協調戦略のタイプを整理
した。その結果、次の4点を明らかにした。
① 研究の目的により、必要に応じて有効な理論を組み合せる必要がある。
② 競争優位の視点から協調戦略を説明する理論は、4つの視座に分類できる。
③ 協調戦略を特徴づける構成要素は、相手企業、協調の範囲、結合関係である。
④ 様々な協調戦略は、3つの構成要素の組合せで分類できる。
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これらの研究成果は、学術的な課題のひとつである「協調戦略の研究は、広範囲な研究領域が、体系化され
た研究を困難にし、用語の多様性が、さらに混乱を招いている」への解決策となった。このように、本研究で
は協調戦略研究の体系化を行った。
⑵ 協調戦略の一般化への試み 
本研究では、全業界に通ずる協調戦略の一般化を試みた。これによって、学術的な課題のひとつ「特定の業
界や個別の現象についての限定的な研究に留まる状況」への解決策の一端を示すことができた。
⑶ 協調戦略策定への具体的な助言 
本研究の実務へのインプリケーションとして、協調戦略を策定する際に、どのような戦略を策定すべきかに
ついて、具体的な助言を与えることができた。それは、協調戦略を策定する際に有用となる、戦略策定の手順、
具体的な選択肢、期待される成果である。この助言は、日本企業が実践してきた事例をデータ化した実証研究
の結果に基づいている。
この研究成果は、実務的な課題のひとつである、「実務上数多くのタイプの協調戦略が存在し、協調戦略を
策定する際に混乱を招く要因になっている」ことへの解決策となった。
⑷ 合理的な協調戦略策定の可能性 
協調戦略策定モデルは、協調の意思決定を合理的に行うことができるモデルである。当モデルにより、企業
が協調戦略を策定する際に、余分な検討を必要とせず、従来よりも短期間で戦略策定が可能となった。
この研究成果は、実務に活かすことができる協調戦略の意思決定に示唆を与える。
2．本論文の短所
一方、本論文には以下のような短所も見られる。
⑴ 企業の業績評価ができていない 
第6章・第7章・第8章で議論している「競争優位の源泉と協調戦略」に関連する実証研究は、協調戦略の
結果としての企業の業績については、実証できていない。よって、協調戦略の成功の尺度を高業績とするなら
ば、本研究は、協調戦略が成功するための必要十分条件を保証するものではない。
⑵ 付加価値の実証ができていない 
第9章で議論した「付加価値と協調戦略」に関連する実証研究は、協調戦略を策定する際に、どのような付
加価値が発生するのかを検証したものであり、現実に付加価値が発生したか否かについては、実証できていな
い。
⑶ 分析データのバイアスの存在 
実証研究で使用したデータは、2016年4月から9月までの6か月間という短期間のデータである。また本研
究のデータソースは、新聞記事という2次情報である。新聞記事は、ニュース・バリューの高いものが掲載さ
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れており、すべての日本企業の記事が掲載されている訳ではない。よって、データの偏りによるバイアスが存
在する可能性を否定できない。
⑷ 日本企業に限定した研究 
本研究は、日本企業の協調戦略に限定した研究である。よって、外国籍の企業にも本研究の成果が同様に当
てはまると結論づけられるものではない。
⑸ 独自のテクニカル・タームの多用 
本論文では、筆者独自の数多くのテクニカル・タームが定義され、議論が進められている。重要用語の一覧
は提示されているが、テクニカル・タームの多用のため、論文の中に難解な記述が多くなっている。
3．結論
本論文には以上のような長所と短所があるが、長所に対して短所は軽微であり、本論文の価値を損なうもの
ではない。
本論文の提出者である寺部優は、1986年3月に早稲田大学第一文学部社会学専修を卒業後、同年4月から約
8年間、株式会社内田洋行に勤務した。同社退職後、JR東日本指定の広告会社である株式会社ウォータックイ
ンターナショナルを設立し、現在も代表取締役を務めている。当該企業は、設立から既に 25 年程経過し、平
成20年には新宿区から優良企業として「優秀賞」を受賞するなど、優良企業として一定の評価を得ている。
提出者の寺部優は、当該企業の代表取締役を務めながら、2013年4月に、早稲田大学大学院商学研究科専門
職学位課程ビジネス専攻に入学した。2014年3月に優秀修了者として表彰され、経営管理修士（専門職）を取
得し、同年9月に同研究科博士後期課程に進学した。
同氏は、大学院に入学以来一貫して「経営戦略」、特に本論文のテーマである企業の協調的戦略に関心を持
ち、真摯に研究に取り組んできた。その研究成果は、組織学会、経営戦略学会、実践経営学会、ホスピタリテ
ィ・マネジメント学会等で発表されており、投稿した論文として、単著論文（査読付き）5編、共著論文2編
が採択されている。中でも実践経営学会で発表した論文『協調戦略の理論研究：競争優位の視点からの理論と
現象の分析枠組み』は、学会賞（学術研究奨励賞）を受賞した。また同氏は、50歳以上の博士学位の取得を支
援する、一般財団法人生涯学習開発財団の「平成30年度博士号取得支援事業」の助成対象者にも選ばれた。
本論文は、同氏のこれまでの実務経験を活かしながら、大学院での研究成果をまとめたものであり、学術面
と実務面双方に貢献できる稀有な論文である。その研究成果は、実践面において大いに役立つと期待される。
以上の審査結果に基づき、本論文提出者である寺部優は、「博士（商学）早稲田大学」の学位を受ける十分
な資格があると認められる。
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